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第1章 業務概要 

1.1 業務概要 

1.1.1 業務名 

スマートシティの実装に向けた検討調査（その１４） 

 

1.1.2 履行期間 

自）令和２年 ２月２８日 

至）令和３年 ３月１９日 

 

1.1.3 契約金額 

￥５，９９９，９９４円 

（うち消費税及び地方消費税の額 ￥５４５，４５４円） 

 
1.1.4 発注者 

国土交通省都市局 

 

1.1.5 受注者 

美波町スマートシティコンソーシアム（以下、「本コンソーシアム」という。） 

代表者 三井共同建設コンサルタント共同提案体 

 

1.1.6 業務の目的 

我が国の都市においては、社会経済情勢の変化に伴い、人口減少や高齢化、厳しい財政制約等の諸課題が顕

在化する中、人工知能（AI）・IoT 等の新技術やビッグデータなど（以下「先進的技術」という。）をまちづ

くりに活かすことで、市民生活・都市活動や都市インフラの管理・活用を飛躍的に高度化・効率化し、都市・

地域が抱える課題解決につなげるスマートシティの実現に向けた取組を推進することが求められている。 

今般、先進的技術をまちづくり分野に取り入れ、持続可能で分野横断的な取組により、都市・地域の課題解

決に係るソリューションシステムの構築を目指す提案を公募し、早期の事業化を促進していくモデル的な事業

（重点事業化促進プロジェクト）を選定された（２０１９年５月３１日公表）。 

本調査では、美波町（町全域）を対象としたスマートシティを実現するための手法を検討し、スマートシテ

ィ実行計画を作成するために、都市の課題の整理と課題解決に向けた先進的技術の活用方策の検討や実証調査

に向けた検討を実施するものである。 
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1.1.7 業務内容 

(1) 都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理 

美波町（町全域）の課題を既往の計画や各自治体の最新データをもとに整理したうえで、課題に応じて活用

可能な先進的技術を抽出し、導入の実現可能性を検討する。 

(2) データの利活用における条件設定 

標準化されたフォーマットの使用や多様な主体がデータフォーマットを活用できること、また、既存のプラ

ットフォームとの連携が可能となる仕様を検討する。 

(3) モデル事業としての横展開 

今後、スマートシティに取り組む団体に対して横展開ができるように、これまでの取組の成果の検証やボト

ルネックの分析等を行うとともに、共通的に活用できる取組と個別の取組を整理する。 

４）報告書のとりまとめ 

１）～３）の検討結果を報告書にとりまとめ、報告書の概要に関するプレゼンテーション資料（パワーポイ

ント）を作成する。 

 
1.2 実施方針 

1.2.1 対象エリア 

「対象エリア」は、美波町全域とする。 

 

伊座利地域 恵比須浜地域 
阿部地域 日和佐地域 
志和岐地域 北河内地域 
由岐地域 西河内地域 
田井地域 山河内地域 
木岐地域 赤松地域 

図 1-1 美波町地域区分 
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1.2.2 業務フロー 

本業務は、以下の流れにより実施する。朱書きは委員会の実施実績を示す。 

 

図 1-2 業務フロー 

１）都市の課題に対して実効性のある先進的技術
の活用手法の検討・整理

①基本事項 ②対象区域

③区域の目標 ④区域の課題

⑤ＫＰＩの設定

⑥先進的技術の導入に
向けた取り組み

⑦実装に向けたロードマップ

⑧構成員の役割分担

⑨持続可能な取組とする
ための方針

２）データ利活用における条件設定

⑩データ利活用方針

３）モデル事業としての横展開

⑪横展開に向けた方針

４）報告書作成

止まらない
通信網活用
推進委員会

第１回
（6月上旬）

照査

第３回
（12月上旬）

第１回
（3月下旬）

第２回
（9月中旬）

第３回
（3月初旬）

業務計画書

第２回
（9月中旬）

第３回 

（3 月初旬）

第３回 

（11 月初旬）

第１回 

（6 月下旬）
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1.2.3 業務の内容 

(1) 都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理 

①基本事項 
・業務着手にあたって、関連する既往のスマートシティに向けた取組や上位計画等を整理する。 

②対象区域 
・対象となる区域の概要（面積、人口規模、自然災害の現状等）を取りまとめる。 

③区域の目標 
・スマートシティの取組による、対象エリアの将来像の設定、住民の暮らしの向上をふまえた、都市の

課題と整合した目標を設定する。 
④区域の課題 

・これまでの取組・検討を踏まえた上で、地域が抱える問題について記載する。 
・課題に対して、活用する先進技術やデータ等の相関についても整理する。 

⑤ＫＰＩの設定 

・③の区域の目標および④の課題と整合し、かつ、経費削減効果および地域の価値・収益向上効果が明

らかになるよう目標値（ＫＰＩ）を設定し、その想定し得る達成年度を設定する。 
⑥先進技術の導入に向けた取組 

・取組みの全体像や取組む内容（実装予定の技術について、すでに実証済みものも含めて整理）を整理

する。 
・取組の特徴について、先進性・効率性・継続性・汎用性の４つの観点を明確にする。 
先進性：導入技術・工夫が既往事例より進歩していること 
効率性：維持管理の効率化やインフラ整備費削減等に寄与すること 
継続性：継続的に運営できる計画・体制であること 
汎用性：地域性によらない技術の活用・ノウハウであること 

⑦スマートシティ実装に向けたロードマップ 
・調査、計画、実証、実装までのスケジュールを、目標年次を明確にして整理し、また数年の実証を経

て実装化する場合には、年度毎の実証内容を明らかにして短期のアクションも整理する。 
⑧構成員の役割分担 

・現時点で想定している構成員の役割および６の取組内容に対応するよう、関係者の合意形成及び役割

分担、推進体制構築する。 
⑨持続可能な取組とするための方針 

・初期投資から維持管理・運営※までを見据え、公民の適切な費用負担、受益者からの負担や取組によ

る収入などを考慮した資金計画や投資回収期間について想定できる範囲で整理する。 

※インフラ整備費(情報化基盤施設等の整備費、維持管理費)、プラットフォーム初期費用・維持管理費

サービス運営費(アプリ・システム開発費、維持管理費）など。 
 
(2) データの利活用における条件設定 

・取組にあたって活用を予定しているデータをリストにして整理する。 
・母体となるデータプラットフォームの整備および活用方針を整理する。 
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(3) モデル事業としての横展開 

・取り組む事業のうち、全国展開に向けて共通している取組を明確にした上で、横展開のモデルを提示す

る。また、都市 OS の標準化に向け、取組から得られる知見の提示を試みる。 
・当調査検討において、横展開が難しいと判断された場合は、その原因と改善案について整理する 

 
(4) 報告書のとりまとめ 

・１）～３）について、結果を報告書に取りまとめ、報告書の概要に関するプレゼンテーション資料（パワ

ーポイント）を作成する。 

 

  



1-6 

1.3 業務工程 

本業務の工程表を以下に示す。 

履行期間：自）令和 ２年 ２月２８日 

至）令和 ３年 ３月１９日 

 

図 1-3 業務工程表 

 
※：止まらない通信網活用推進委員会（以下、「検討委員会」という。）にて、コンソーシア

ムに付議し、コンソーシアムとしての意思決定を行う。   

①基本事項
②対象区域

③区域の⽬標
④区域の課題

⑤KPIの設定

⑥先進的技術
の導⼊に向けた
取り組み

⑦実装に向け
たロードマップ

⑧構成員の役
割分担

⑨持続可能な
取組とするため
の⽅針

２）データ利活⽤における条件設定

⑩データ利活⽤
⽅針

３）モデル事業としての横展開

⑪横展開に向
けた⽅針

４）報告書作成

打合せ

⽌まらない通信網
活⽤推進委員会

⽉

１）都市の課題に対して実効性のある先進的技術の
活⽤⼿法の検討・整理

３⽉９⽉ １０⽉ １１⽉ １２⽉ １⽉ ２⽉８⽉３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉

▲第１回 ▲第２回 ▲第３回
初稿

ＵＰ

▼

検討１

検討１

検討２

検討２

検討１

検討２

検討１

検討/FS１

検討１ 検討２

検討１ 検討２

検討/FS２ 検討/FS３

検討２

検討２

検討２

検討３

検討３

検討３

とりまとめ① ②

完了

▼
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1.4 構成員体制 

1.4.1 構成員体制と役割分担 

本コンソーシアムの構成員及びその構成員の業務範囲・内容は下図のとおりとする。代表者を中心に、計 15

団体で構成していた。2020 年 6 月より、ニタコンサルタント株式会社を加え、現在は 16 社で構成している。 

うち、検討委員会の運営事務局は、事務局代表は代表者が担い、徳島県美波町と株式会社 Skeedが事務局を

務める。また、委員長は徳島文理大学が務める。 

 

 

図 1-4 構成員の体制 

（協議会名） （代表者） 検討委員会事務局長

（構成員） 検討委員会事務局 （構成員） 検討委員会事務局

（構成員） （構成員） 検討委員会委員長

（構成員） （構成員）

（構成員） （構成員）

（構成員） （構成員）

（構成員） （構成員）

（構成員） （構成員）

※検討委員会：止まらない通信網活用推進委員会 （構成員）

ニタコンサルタント株式会社

担当する業務
の範囲・内容

浸水状況を感知する小型セ
ンサーの提供

担当する業務
の範囲・内容

軽量小型無線送電デバイス
提供

担当する業務
の範囲・内容

データを活用した津波防
災、まちづくりの支援

株式会社ピクトリープ 古野電気株式会社

担当する業務
の範囲・内容

バックライトを使わないLCD
ディスプレイによる屋外サ
イネージ

担当する業務
の範囲・内容

大気中の水蒸気量測定デバ
イス提供

株式会社あわえ 株式会社イーツリーズ・ジャパン

担当する業務
の範囲・内容

住民への広報、イベント支
援

担当する業務
の範囲・内容

株式会社Ｓｋｅｅｄ

徳島県南部総合県民局 徳島文理大学

担当する業務
の範囲・内容

地震・津波減災ノウハウ提
供

担当する業務
の範囲・内容

高齢者等の身体特性把握

実証実験エリア提供及び関
係省庁との協議、住民への
呼びかけ

担当する業務
の範囲・内容

津波シュミレーションデー
タ提供、VRコンテンツの共
同開発

担当する業務
の範囲・内容

組み込みセンサーデバイス
提供

中継機器システム全般

協議会設置時の学生派遣

徳島大学 阿南工業高等専門学校

総括、検討委員会資料作
成、実行計画書とりまとめ

三井共同建設コンサルタント株式会社

徳島県美波町

美波町スマートシティ
コンソーシアム

担当する業務
の範囲・内容

担当する業務
の範囲・内容

担当する業務
の範囲・内容

株式会社レーザーシステム 独立行政法人都市再生機構 西日本支社

担当する業務
の範囲・内容

通信部分セキュリティ・ア
プリ

担当する業務
の範囲・内容

中継器網内の水位計測デバ
イスの提供

サイファー・テック株式会社 株式会社電信
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1.5 打合せ計画 

発注者との打合せ協議については、発注者からの要請・指示に従い、適宜実施する。 

 
1.6 成果品の内容・部数 

・調査報告書（Ａ４版）   ３部 

・スマートシティ実行計画  １部 

・報告書概要ＰＰＴ   １部   

・その他調査職員の指示するもの  １式 

   ※尚、成果品一式の著作権は、国土交通省に帰属するものとする。 
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第2章 都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討整理 

2.1 対象区域 

2.1.1 地域概況 

本計画の対象区域は、美波町全域を対象とする。美波町は 2006 年 3 月に日和佐町と由岐町が合併して美波

町となった。 

徳島県の南東部に位置し、徳島市へは約 50ｋｍ。町域の大部分は山地が占め、海岸部は風光明媚なリアス式

海岸で、アオウミガメの産卵地である大浦海岸を有し、室戸阿南海岸国定公園の中心部に位置する。また、四

国霊場 23 番札所の薬王寺、そのふもとにある門前町や道の駅日和佐が主な観光資源であり、400 年続く日和

佐八幡神社秋季例大祭をはじめ特色ある祭りや郷土芸能が現在に息づいている。 

集落は、町内を流れる赤松川、日和佐川、北河内川沿いに形成され、市街地は日和佐浦に位置する。東部に

は伊座利や阿部、志和岐、由岐、木岐や恵比須浜といった漁村集落が点在している。 

 

 

図 2-1 美波町の位置、地域区分図 

 
2.1.2 人口規模 

美波町の人口は 2020 年 12月現在で 6,433人、高

齢化率 48％に達し、全国平均の高齢化率は 29％※1

に比べ、大きく離している。また、人口推計による

と 2025 年には 50％を超え、超高齢社会の最先端の

自治体の一つである。町内にあった県立高校 2 項が

2009 年までに他の学校に統合されて町内に高校が

なくなったこともあり、若年世代の人口流出は一段

と深刻化している。 

 

 

 

 

 

※1：2020 年 9 月 20 日総務省統計局 統計トピックス NO.126 より 

※2：総務省「国勢調査」（1980 年～2015 年）、美波町オープンデータ（2020 年）、国立社会保障・人口問題研究所「日

本の地域別将来推計人口」（2025 年以降）より 

図 2-2 美波町の人口・高齢化率の推移 
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2.1.3 地域特性 

(1) 主要産業 

主要産業は、農業、漁業、観光業等である。

漁業においては、かつては一本釣り漁業が主

流であったが、現在では良質な磯根資源を活

用したイセエビ、アワビ、サザエ等の漁獲量

が多い。漁獲量は減少しており、漁業者の減

少・高齢化の進行による出漁日数の減少、海

水温の上昇等を要因として、2005 年に 1,500t

あった漁獲量は、2009 年に 1,000t を切り、

2018年では 786トンに減少している。 

 

 
※3：農林水産省 「海面漁業生産統計調査 市町村データ」より 

 

(2) 文化的景観 

沿岸部の路地に進むと、

漁師町の様相を残す古い民

家が並ぶまち並みが今も残

っている。漁師が漁具を干

したバッタリ床几を有す民

家も少なくはなっているが

残っている。また内陸部の

赤松地域は農林水産省の

「美しい日本の村 100 選」

に選定されており、豊かな

農風景が広がっている。空

家・空き地の問題は深刻

ではあるが、状態の良い空

家が多く、移住者やサテラ

イトオフィスの進出企業

らが改修してオフィスや

高齢者の憩いの場などを創出している。 

 

※1：農林水産省 「海面漁業生産統計調査 市町村データ」より 

※2：四国地方の町並より （ http://matinami.o.oo7.jp/sikoku/sikoku.htm ） 
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図 2-3 美波町の年間漁獲量の推移※1 

バッタリ床几 

出桁 

つし二階 

バッタリ床几

つし二階

出桁

図 2-6 日和佐地域の街並み※2 図 2-7 由岐地域の街並み※2 

図 2-4 赤松地域の農風景 図 2-5 空家改修事例（戎邸） 
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(3) サテライトオフィス誘致 

徳島県は 2011 年の地デジ移行を見据えて「全県 CATV 網

構想」に取り組み、光ファイバー網が町内全域に整備される

ことで全国有数のブロードバンド環境を形成している。美波

町では 2007 年から 2009 年にかけて海部郡 3 町で自治体主

導のもと、光ファイバー網の整備を行い、町内全域での高速

インターネット接続が通信可能なブロードバンド環境が整

った。 

徳島県は 2011 年に「とくしま集落再生プロジェクト」と

して、先のブロードバンド環境を活かした実践的な取り組み

策の一つとして、「サテライトオフィスプロジェクト」を始

動させた。その実証実験の場として地方創生の聖地と評され

る神山町と共に美波町が選ばれており、徳島県は累計 65 社、

そのうち美波町は最多で 20社（2020 年 12月現在）しており、全国 1 位の進出数を誇る。 

進出企業の業種としては IT・IoT 関連を中心とし、デザイン・建築等様々な業種の企業が美波町に進出して

いる。 

 

2.1.4 災害 

(1) 南海トラフ地震と津波浸水想定 

南海トラフ地震は、政府の地震調査研究本部によれ

ば、地震発生確率は「30 年以内に、70～80％」と言わ

れている。徳島県が公表した、美波町における地震被害

想定※1 および津波浸水想定は下記のとおりであり、県

下最大級の津波災害リスクを抱えており、発災後の避

難所の確保も大きな課題となっている。 

・震度：6 強～7 

・津波到達まで最短 10分（日和佐港入口）、最大津

波高 20.9ｍ（阿部地域、徳島県最大値） 

・被害想定の可能性は建物全壊・焼失棟数 3,300棟、

死者数 2,400人、負傷者数は 580 人 

・避難者数は発災 1 週間後で 4,900人、そのうち避難所生活者数が 3,100人 

 

※1：徳島県南海トラフ巨大地震被害想定（第 1 次、第 2 次）（2013 年 7 月、11 月）より 

※2：2012.10 徳島県指定 津波浸水想定（最大クラス津波、悪条件下） 

  

図 2-8 サテライトオフィス（㈱あわえ） 

図 2-9 津波浸水想定区域（日和佐地域）※2 
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(2) 風水害・土砂災害 

美波町の山間部である赤松地域等では、平均年間雨量が 3,000mmを超えることもある多雨地帯であり、台風

常襲地帯でもあることから、山腹崩壊や洪水による被害が発生している。最近 10 数年間の風水害においても、

大雨と高潮による床上浸水や、河川護岸崩壊、裏山崩壊による民家半壊等が生じている※1。昨今、気候変動に

よる豪雨災害が局地化・激甚化・頻繁化しており、津波災害対策同様、全国的にハード・ソフト両面を総動員

して対策が求められている。 

 

※1：2010 年 4 月 27 日の集中豪雨、2011 年 9 月 2、3 日の台風 12 号による被害 

 

(3) 新型コロナウィルス感染症 

2020 年 1 月 15 日に日本で最初の感染者が確認されて以降、新型コロナウィ

ルス感染症の感染者は拡大し、観光業や飲食業などのサービス業を中心に、日

本の地域経済に対して甚大な影響を与えている。一方、地方への移住の関心の

高まりや在宅勤務下でのテレワークの普及による新しい働き方など、意識・行

動変容をもたらしている。 

With・Afterコロナにおいては、地方も含めてあらゆる場所が働く場となり、

オフィス等が地方に分散化する可能性があるため、美波町が推進してきたサテ

ライトオフィス誘致に追い風である。 

Underコロナでの大規模災害に伴う避難においては、新しい生活様式を守り、

密を避けつつ、分散避難、自宅避難することを呼び掛けている。防災行政無線

と併用で、避難所の混雑状況の可視化し住民へ情報発信や、住民の避難安否状

況（位置情報）を収集する等、IoT 技術の活用がより一層望まれる。 

 

 

 

  

図 2-10 Under コロナでの避

難パンフレット（内閣府・

消防庁・美波町） 



 
2-5 

2.1.5 IoT 活用に関するこれまでの取組み 

(1) 2017 年度 

総務省 2016 年度第二次補正予算「IoT サービス創出支援事業」（14 百万円 全額補助）の公募に採択され、

日和佐地域の日和佐川左岸（大浜海岸～県道 294号付近）を実証実験のフィールドとし、災害時に想定される

既存通信手段の障害や輻輳に備え、その代替の通信手段として、IoTおよび LPWA（Low Power Wide Area）、

BLE（Bluetooth）の通信技術を組み合わせた自律分散メッシュネットワーク“止まらない通信網”を構築した。 

止まらない通信網の技術により、避難のための警報の配信、避難時要支援者の所在の確認、避難先における

点呼、安否情報の交換等が可能となる。2017 年度では災害時の避難状況のモニタリングを防災訓練時に検証す

るとともに、平常時には無線タグを利用した子供の見守りに活用した。 

下図のとおり、町の避難訓練時に町民に協力してもらい、位置情報の捕捉状況等を確認し、一定の成果を確

認することができた。 

 

図 2-112017 年度“止まらない通信網”の実証成果 

 
(2) 2018 年度～2019 年度 

2018 年度「IoT活用地域活動活性化事業」に採択され、先の止まらない通信網と住民の所持する無線タグを

利用して稼動するアプリケーションを構築し、移動距離（歩行・健康活動）に応じて健康ポイントを付与する

ことでインセンティブを与え、平常時の常時携帯の定着を図り、避難力向上を目指す実証実験を実施した。 

その他に、止まらない通信網を利用した水位センサーや冠水センサー等を設置し、インフラ施設等のモニタ

リングの実証も開始した。 
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図 2-12 止まらない通信網と健康ポイント 

 
(3) 2020 年度（現時点） 

国交省 2019 年度第二次補正予算「スマートシティの実装

に向けた検討調査」業務を構成員 16社からなるコンソーシ

アムを組成して業務を受託し、本計画を策定中である。 

先の総務省 2016 年度第二次補正予算「IoT サービス創出

支援事業」より、産学官が構成となり「止まらない通信網

活用減災委員会」を立上げ、実証実験状況の報告、効果検

証、地域課題解決に向けた取組みについて継続して議論し

ており、本計画の策定についても当委員会にて審議の上、

取りまとめている。 

前年度に続き、2020 年度では美波町役場上に雲カメラと

水蒸気センサーを設置してモニタリングの実証を始めて

いる。 

 

 

 

 

 

 

※1：古野電気株式会社により、局地的な日射量や降水量の正確な予測に繋がる雲・水蒸気観測技術

図 2-13 水蒸気センサー、雲カメラ、ダッシュボード※1
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2.2 上位計画 

本項では、美波町既往の上位計画について整理する。 

 

2.2.1 第２次美波町総合計画（H26（2014）.6 策定） 

以下に、位置付け、計画期間、現状、課題、基本理念、基本目標を整理する。 

 
位置付け 平成 20年に、美波町総合計画（平成 20年度～平成 24 年度）を策定し、将来像とし

て“海・山の恵みを活かし、知恵と心でつくるまち～人と地域・自治と協働のまちを目

指して～”を掲げ、各種施策を積極的に推進してきた。 

少子高齢化と人口減少の一層の進行や天災をきっかけとした安全・安心に対する意

識の急速な高まり、地球規模での環境問題の深刻化、高度情報化や国際化、地方分権の

一層の進展など、本町を取り巻く社会経済情勢は大きく変化し、第１次総合計画の計

画期間の満了を機に、こうした内外の動向に的確に対応し、次代に誇りを持ってつな

いでいくまちづくりを町をあげて進めていくために、その指針となる第２次美波町総

合計画を策定。 

計画期間 

 

基本計画の期間は、平成２５年度から平成２９年度までの５年間を前期基本計画、

平成３０年度から平成３４年度までの５年間を後期基本計画とする。 

現状 ・高規格道路日和佐道路の開通 

・自主防災組織率 100％の達成 

・サテライトオフィスの誘致 

・防災学習プログラム作成による防災教育の充実 

・中学校終了までの医療費助成 

・地域おこし協力隊の受け入れ     等 

課題  安心・安全の確保 

 健康で支え合える暮らしの充実 

 高齢者や障害者への配慮と子育ての支援 

 学びの機会拡充 

 環境保全と基盤整備 

 産業の振興による雇用の確保 

 参画と協働の仕組みづくり 

基本理念 ・安心・安全な活力あるまちづくり 

・おもてなしの心を育むまちづくり 
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・持続可能な協働のまちづくり 

基本目標 

 

 
2.2.2 美波町国土強靭化地域計画（H28（2016）.8） 

以下に、位置付け、計画期間、現状、課題、基本方針、基本目標、地区別の取組みを整理する。 

 

位置づけ 

 

計画期間 国土強靭化基本計画に準拠し５年とし、目標年度を平成 32年度とする。 

現状 【重点密集市街地等の解消】（ｐ１８） 

・町には、地震時等に著しく危険な重点密集市街地が 4 地区（日和佐浦、西由岐、東

由岐、木岐）、24.3ha あり、都市計画道路の整備や木造住宅の耐震診断・耐震改修

の促進、平成 25年度に創設した「美波町老朽住宅解体費支援事業」を活用した空き

家の除却を行い、オープンスペース等の確保を進め、安全な市街地の形成を図る。

【民間施設、交通施設等の強化】（ｐ１９） 

・鉄道駅と一体となった道の駅日和佐は、非常用電源・トイレの災害対応、水の確保、

情報装置の設置等の整備を行っており、津波の場合を除く災害時の活動拠点として

機能強化に取り組む。 

・道路利用者や地域住民の避難場所として、さらには自衛隊等の広域応援部隊等の活

動拠点として、道の駅日和佐の防災拠点化に取り組む。 

【緊急輸送道路等の強化】（ｐ２０） 

・南海トラフ巨大地震による津波の影響で恵比須浜地区が孤立するおそれが高いこと

から、避難路及び復旧・復興に資する道路として(主)日和佐小野線恵比須浜バイパ

スの整備に取り組む。 

【津波被害の抑制に向けた公共施設の再編】（ｐ２２） 
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・防災拠点となる公共施設の高台整備（日和佐地区） 

・特定避難困難地域、重点密集市街地である日和佐浦地区に津波避難タワーの整備

 

【避難路の確保・充実】（ｐ２５） 

・円滑な避難の実現に向け、避難路・避難階段の整備に取り組む。避難路の確保・整備

に当たっては、阿部地区等の自主防災会によるマイ避難路の取り組み等の支援をは

じめ、町内全域において充 電式照明灯や避難誘導標識等の整備を進める。 

・漁村集落の狭い路地や市街地の細街路等、危険性の高い避難路における防災機能向

上を図るため、各種補助事業等を活用したブロック塀等の撤去、改築等に向けた整

備に努める。 

【海岸・河川堤防等の整備】（ｐ２６） 

・恵比須浜漁港、伊座利漁港における老朽化する漁業施設及び漁港施設の維持や長寿

命化対策を計画的に行う。 

【避難体制の強化】（ｐ２７） 

・自主防災会を中心とした町内一斉避難訓練を毎年行っており、住民への避難に対す

る意識の向上や無線機を活用し、避難場所から災害対策本部への通信訓練を行うな

ど実践力を身に着けるための訓練に取り組む。 

【避難行動要支援者対策の強化】（ｐ３０） 

・阿部地区における「マイナンバーカード」を使用したテレビ防災システムの実証実

験等をはじめ、携帯センサーを用いた安否情報ネットの構築等、関係機関との連携・

協力を図りながら、地域独自の取り組みや全国でも先駆けた取り組みをすることに

より、避難行動要支援者対策等を実施する。 

【多様な高台整備構想の推進】（ｐ３１） 

・由岐湾内地区では、自主防災会が主体となり震災前過疎防止を目的とする高台造成

地整備に向け、徳島大学、徳島県建築士会、徳島県、町の連携のもと、住宅地計画コ

ンペティションを実施し、地域が主体となった高台整備が進められており、町とし

ても実現に向けた支援に取り組む。 

【指定緊急避難場所、指定避難場所等の確保】（ｐ３３） 

・津波災害時の指定避難所は、町内で 19 箇所（由岐地区 6 箇所、日和佐地区 13 箇所）

であるが、由岐湾内地区や木岐地区、日和佐 浦地区等、津波時の指定避難所がない

地域については、指定避難所の確保、あるいは避難生活が可能なスペースの確保を

進める。 

 

課題  少子高齢化 

 平成 27 年 3 月末（住民基本台帳）の年齢別の人口比率は、65 歳以上の人口比率が

44％、15歳未満の人口比率が 8%となっている。 

 山腹崩壊や洪水による河川被害 

 過去に大きな津波の被害をうけている。また、平均年間雨量が 3,000mm を越えるこ
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ともある多雨地帯であり、台風常襲地帯であり河川被害が発生している。 

 指定避難所の不足 

・由岐湾内地区、木岐地区、日和佐浦地区等、津波時の指定避難所がない地域もあり、

大規模災害が発生した際の長期避難生活を見据えた避難所の確保、拠点となる指定

避難所の確保が緊急の課題。 

基本方針 ・想定されるあらゆるリスクを見据え、最悪の事態を回避することにより、町民の安

全・安心なまちを創造していくための計画とする。 

・ハード対策とソフト対策、また、「自助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わ

せることによる、無理のない効果的かつ実効的な施策を推進する。 

・人口減少の抑制・地域の活性化に向け、定住・交流の場としての充実、サテライトオ

フィスの誘 致等更なる展開を進め持続可能な活力あるまちづくりを推進する。 

・計画の推進期間は、５年を基本単位とし、ＰＤＣＡサイクルにより適切に管理・更新

することで、円滑かつ確実に推進する。 

 

基本目標 （１）基本目標  

①人命の保護が最大限図られる 

②町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される  

③町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られる 

④迅速な復旧・復興が図られる 

 

（２）事前に備えるべき目標  

①大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

②大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがな

されない場合 の必要な対応を含む） 

③大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する  

④大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

⑤大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不

全に陥らせない 

⑥大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上

下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

⑦制御不能な二次災害を発生させない  

⑧大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件

を整備する 

地区別取り組み  伊座利地区 

・漁業集落排水処理施設については、老朽化対策等を目的とした機能強化事業に努め

る。 

・東京大学サテライトオフィス in伊座利（実証実験中） 
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 阿部地区 

・「マイナンバーカード」を使用したテレビ防災システムの実証実験 

・自主防災会によるマイ避難路の整備 

・防災広場の整備（H29完成） 

 志和岐地区 

・漁業集落排水処理施設については、老朽化対策等を目的とした機能強化事業に努め

る。 

・防災広場の整備（H32完成） 

 

 

2.2.3 美波町都市計画マスタープラン（H26（2014）策定） 

以下に、位置付け、計画期間、現状、課題、基本理念、基本目標、法規制適用状況を整理する。 

 

位置づけ 

 

計画期間 本計画は、概ね 20年後の平成 46 年後の将来象を展望しつつ、平成 36 年度の 10年

後に向けた都市整備の方針等を定める。 

 

現状  コンパクトな市街地の形成 

都市計画区域内は住宅を中心として構成されており、町役場や官公庁、商業施設等

が近接したコンパクトな市街地が形成されている。 

しかし、都市計画区域内の市街地の多くが津波浸水想定区域内に位置し、木造老朽

家屋等が多くを占めている状況である。 

 



 
2-12 

 点在する集落 

 農山漁村集落（伊座利、阿部、山河内等）は、周辺地域との連絡道路は狭隘で屈

曲した区間が大部分を占める県道のみとなっている。 

この中には交通条件が悪く、大幅な人口減少、高齢化等により集落としての機能低

下が生じる地域もある。 

 

課題  集落の維持や市街地の活性化に向けたまちづくりの検討 

海岸部における津波被害、山間部における土砂災害等、自然災害に対するまちの脆

弱性を認識するとともに、地域高規格道路「阿南安芸自動車道」の延伸等を含めた長

期的なまちのデザインを検討していく必要がある。 

 集落内の生活環境の維持・向上 

集落道や上水道の整備、汚水処理施設等の生活環境の整備が必要である。 

 集落間や町外との連携を高める条件整備 

山に囲まれた地形条件にあり、交通の便が悪い集落等においては、日常生活におけ

る利便性の向上や災害時への孤立対策等として道路網の充実が求められる。 

基本理念 

基本目標 目標１「安全・安心の実現による住みよいまちの創造」 

・水害や土砂災害等の各種の災害について、防災・減災対策 

・「著しく危険な密集市街地」の解消 

目標２「地域の個性を生かした住みよいまちの創造」 

目標３「地域内外の連携を高めた住みよい・訪れたいまちの創造」 

目標４「恵まれた自然・地域資源を活かした住みよい・訪れたいまちの創造」 

目標５「住民が活躍する住みよい・訪れたいまちの創造」 

法規制適用状況 本町の1,550haが日

和佐都市計画区域に

指定され、JR日和佐駅

周辺の市街地におい

て用途地域が指定さ

れている。 

   

 



 
2-13 

2.2.4 第２期美波町総合戦略（R2（2020）.4 策定） 

以下に、位置付け、計画期間、現状、課題、基本理念、基本目標、法規制適用状況を整理する。 

 
位置づけ 美波町が耳珠的・主体性を発揮し、本町が抱ええる課題の解決を図り、美波モデルの地

方創生による新たなまちづくりに踏み出していくための指針として平成２７年に第１期を

策定し取り組んだ結果、にぎやかな過疎のまち美波町として一定の成果が現れており、こ

れをさらに進化、加速させるため第２期美波町総合戦略を策定した。 

計画期間 計画の基本は、令和２年度から令和６年度までの５年間とする。 

現状 － 

課題 【総合戦略の策定にあたっての基本的な視点】 

■“美波町モデル”の確立 

■みんなで取り組む 

■誰もが笑顔になれる 

■SDGs の考え方に基づくまちづくり 

基本理念 

 

住民をはじめ各団体、事業者、行政等みんなが大切にする“ふるさと”である美波町の

魅力を再発見し、磨きをかけて新たな価値を“創造”することで、地方創生に挑戦し、未

来への扉を開いていく指針となる計画として位置づける。 

基本目標 ① みなみへの人の流れづくり 

数値目標：サテライトオフィス誘致数 15 社/5年 

② みなみの資源を活かした仕事づくり 

数値目標：主要施設の来訪者数 100 万人/年（2018年実績約 88万人） 

うち、外国人来訪者数 1,100 人（2018 年実績約 550人） 

③ みなみの子育て環境づくり 

数値目標：出生数 50 人/年（2018年実績：35 人） 

④ みなみの人がつくる、個性ある住みよい地域づくり 

数値目標：地域独自の取組への支援数 10 件/年 

本業務に関

連する施策・方

針等 

３．地方創生に向けた具体的な施策 

【基本目標１】みなみへの人の流れづくり 

（イ）サテライトオフィスの更なる進化 

■サテライトオフィスの新たな展開 

・サテライトオフィス企業を核とし、国が進める Society5.0 を実現するため、産

学官が連携したスマートシティモデル事業コンソーシアムを組織、運営し、スー

パーシティ構想も視野に入れ、地域課題に向けた取組みを行います。 
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【基本目標４】みなみの人がつくる、個性ある住みよい地域づくり 

②災害に強い人・組織・まちづくり 
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2.3 区域の目標 

2.3.1 第２期美波町総合戦略 

前項の上位計画の整理のとおり、美波町では、まち・ひと・しごと創生法第 10 条に基づき、第 1 次美波町

総合戦略を 2015 年に策定し、「にぎやかな過疎の町」美波町として、5 年の計画期間中にサテライトオフィス

の推進など、一定の成果が発現された。 

2020 年 4 月に地方創生に向けてさらに進化・加速させるために第 2 次美波町総合戦略策定がされたところ

である。当戦略において、サテライトオフィスを更なる進化させる施策として、「サテライトオフィス進出企

業を核とし、国が進める Society5.0 を実現するため、産学官が連携したスマートシティモデル事業コンソー

シアムを組織・運営し、内閣府のスーパーシティ構想も視野に入れ、地域課題に向けて取組みを行う」ことを

掲げている。 

 

2.3.2 美波町スマートシティ事業の取組み方針 

上位計画である第 2 次美波町総合戦略の施策内容を勘案するとともに、これまでに取り組んできた止まらな

い通信網を全町展開し、災害時のみならず日常的に町民の暮らしに役立ち、町の課題を解決する仕組みを構築

していく。 

また、美波町は地方税での行政サービスの成立が厳しく地方交付税に過半の財源を頼っている小規模自治体

であるが故、初期投資費用であるイニシャル費用・維持管理費用のランニング費用とも、低コストかつ真新し

い技術を求めるのではなく今ある技術の組合せで工夫し、「低コストで実装性の高い小規模自治体向けの課題

解決型スマートシティ」を目指す。 

 

図 2-14 将来像のイメージ 
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2.3.3 美波町の特徴を踏まえた取組み 

取組みの方針を実現するうえで、下記 4 つの美波町の特徴（資源、これまでの取組み）を踏まえ、美波町と

してスマートシティモデル事業に取り組むにあたっての目指すべき姿を「“止まらない通信網”を全町に構築

し、「美しいまち」と「人命」を守り抜く」とする。 

 

■目指すべき姿 

 

 

■4 つの特徴 

 

 

図 2-15 美波町スマートシティモデル事業の４つの特徴 

  

”⽌まらない通信網”を全町に構築し、「美しい町」と「⼈命」を守り抜く



 
2-17 

2.4 区域の課題 

2.4.1 地域が抱える課題 

美波町は人口減少による少子高齢化を起点とする様々な問題と、南海トラフ地震による津波災害リスク、降

雨地域であるが故の風水害・土砂災害のリスクを有している。以下に地域課題を整理するが、課題はそれぞれ

に相関しているため、いずれも重要な課題ではあるもの、全てを一斉に解決着手（新技術導入）することは財

政的に厳しいため、対応する優先順位を整理することが必要である。 

 

表 2-1 美波町が抱える主な課題 

 

  

項 目 主な課題 
目指すべき方針 

4 つの特徴 

生業の維持（産業振興）、過

疎化・担い手不足 

・人材の確保（サテライトオフィス、定

住者の促進） 

・農水産業における技術継承や生産力

維持 

・獣害対策の効率化 

 

 

高齢者の増加 

・健康づくり、健康増進 ・独居老人の

見守り 

・買い物や通院などの二次交通手段 

 

感染症対策 

・集客施設における過密確認 

・災害時の分散避難下での防災情報伝

達 

 

【最優先課題】 

南海トラフ地震による津波災

害 

・迅速な避難行動の啓蒙、災害文化の伝

承 

・災害時における要支援者の救助、避難

状況のリアルタイム把握 

・系統電力や電気通信網等の断絶や障

害下における情報の受発信 

・交通インフラの分断による集落の孤

立 

 

気候変動による大規模災害 

・土砂災害危険個所の監視 

・災害時の行政職員の初動の迅速化・効

率化 

 

 

人
々
の
営
み
を
維
持
し
、
美
し
い
町
を
守
る 

災
害
死
者
数
を
ゼ
ロ
に
す
る 

①課題解決の

地産地消 

②レジリエン

トシティ 

②レジリエン

トシティ 

③文化的景観

を守る 

②レジリエン

トシティ 

①課題解決の

地産地消 
④
実
装
性
の
高
さ
、
全
町
テ
ス
ト
フ
ィ
ー
ル
ド 
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美波町が抱える課題の中でも、最優先課題は南海トラフ地震による津波災害に対する「防災・減災対策」で

ある。先にも説明したとおり、2017 年度から、災害発生時にも通信が遮断されない止まらない通信網の取組を

始めた。サテライトオフィス進出企業の技術を活用して IoT網を構築し、要支援者の状況把握や住民への情報

発信を可能とし、2018 年度から健康ポイントシステムを止まらない通信網と住民の所持する無線タグを利用

して稼動するアプリケーションを構築したところである。 

これまでの実証実験の域から実装に向けて、止まらない通信網を全町に展開し、災害時はもとより生業の維

持や過疎化・担い手不足の対策、また気候変動による大規模災害対策等の平常時の課題解決に活かすため、ま

た災害時と平常時をシームレスに繋げてより避難力の向上を目指すためにスマートシティ事業に取り組むも

のとする。 

美波町でのスマートシティ事業は、低コストかつ真新しい技術を求めるのではなく今ある技術の組合せで工

夫し、「低コストで実装性の高い小規模自治体向けの課題解決型スマートシティ」を目指すこととし、自営通

信網の通信規格として省電力で比較的安価な通信規格 LPWA を採用している。これらに相性の良い気象データ

や環境データを活用して、スマートシティ事業に取り組む。 

 

 
図 2-16 扱うデータごとの通信規格 

 
2.4.2 地域の類型化 

美波町は、内陸部の農村集落、沿岸部の漁村集落、そして市街地の日和佐湾周辺と、地勢や気候等の自然条

件、人口規模・構成や生産人口の業種等の社会条件が地域毎に大きく異なる。 

既存集落単位の 12 地域について、右図のとおり、「内陸部モデル」を 4 地域、「沿岸部モデル」を 8 地域

に類型化し、効果的・効率的に先進的技術導入を実施する必要がある。 

次ページに 12地域の概況を示す。 

 

図 2-17「内陸部モデル」と「沿岸部モデル」 
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表 2-2 12 地域の概況 

 
※1 美波町オープンデータ地域・年齢別人口(2020 年 5 月時点) 

※2 国土数値情報(国土交通省)「土地利用細分メッシュ 第 2.6 版（2016）」に基づいて、土地利用種別より算出 

※3 美波町借用資料農地データに基づいて面積を算出 

※4 2012.10 徳島県指定 津波浸水想定（最大クラスの津波、悪条件下） 

※5 2015 徳島県策定 洪水浸水想定区域（2015 年水防法改正後、計画最大規模）  

建物用
地※2

作付面
積※3

① 伊座利地域 33 82 36.6 22.0 297 4.9 0.1 最⼤5〜10m ― ―

② 阿部地域 118 199 58.3 4.0 640 11.6 0.2
最⼤10m以上
※阿部漁港奥にて津
波想定⾼18ｍ

― 建物の⼀部
に重なる

③ 志和岐地域 89 160 69.4 2.5 132 4.3 なし 最⼤5〜10m ― ―

④ 由岐地域 587 1,160 53.5 5.3 338 30.7 0.1
最⼤10m以上
※由岐漁港⼝にて津
波想定⾼12m

― 建物の⼀部
に重なる

⑤ 田井地域 68 161 39.8 7.5 242 6.3 22.4 最⼤5〜10m ― 建物の⼀部
に重なる

⑥ 木岐地域 250 550 55.5 4.6 620 11.7 37.4 最⼤5〜10m ― 建物の⼀部
に重なる

⑦
恵比須浜

地域
59 141 46.1 14.9 333 6.1 3.4 最⼤5〜10m ― 建物の⼀部

に重なる

⑧
日和佐
地域

1,224 2,520 42.6 10.1 113 101.5 44.4 最⼤4~5m ― 建物の⼀部
に重なる

⑨ 北河内地域 197 399 45.4 8.3 249 21.0 68.4 ― 最⼤1〜
2m浸⽔

建物の⼀部
に重なる

⑩ 西河内地域 220 429 41.5 4.8 1,128 13.4 57.4 ― 最⼤1〜
2m浸⽔

建物の⼀部
に重なる

⑪ 山河内地域 117 255 49.0 5.1 3,650 1.1 53.4 ― ― 建物の⼀部
に重なる

⑫ 赤松地域 261 512 45.9 6.3 3,066 9.6 112.4 ― ― 建物の⼀部
に重なる

内
陸
部
モ
デ
ル

15歳
未満
(％)
※1

総面積(ha)※2

建物用地における
津波浸水想定※4

洪水浸水
想定※5

土砂災害
警戒区域

等

沿
岸
部
モ
デ
ル

モ
デ
ル

No. 地域名
世帯数
※1

総人口
(人)
※1

高齢化
率

(％)
※1
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2.4.3 現地調査に基づく 12 地域カルテの作成 

前述の地域の類型化を行うために、現地調査を実施してカルテに取りまとめた。以下に 12 地域カルテを示

す。 

 

図 2-18 12 地域 
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2.5 KPI の設定 

2.5.1 全体の KPI の設定 

KPI については当計画の方針である、“止まらない通信網”を全町に展開し、「美しい町」と「人命」を守

り抜く項目より、設定する。 

平常時については、スマートシティ事業関連で進出するサテライトオフィスの企業数が増加すれば、美しい

町の構成要素である歴史ある古民家の改修に繋がる。これらは第 2 次美波町総合戦略の基本目標における数値

目標とも符合する。 

災害時については、南海トラフ地震による津波被害においては、津波到達時間が約 10 分であるため、とに

かく迅速な避難行動が肝要である。つまり、町民の防災意識の向上が何よりも重要となる。よって指標として

は、スマートシティ事業の浸透・推進により、町民の防災意識の啓発がなされた結果を示す指標として、避難

訓練参加者率の向上を用いる。 

 

表 2-3KPI の設定 

KPI 項目 現状値 目標値（2030年度） 

平常時 

「人々の営みを維持し、

美しい町を守る」 

サテライトオフィス進

出企業数 

20 件 

（2020.12現在） 
40件 

災害時 

「災害死者数をゼロに

する」 
避難訓練参加者率 

11.7% 

(756人/6,465人) 

(2020.10現在) 

20.0% 

(1,010人/5,052人※) 
※国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口」(2025 年

以降)より 

 

2.5.2 個別の KPI の設定 

次頁に、先進的な技術導入に向けた取組みの分野別に KPIの設定を行う。 
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表 2-4 個別の KPI の設定 

分 野 
先進的技術導入 KPI項目 現状値 

目標値 

（2030年度） 

1.基盤技術・コミュ

ニケーション 

(1)災害に強い自

営通信網の設置 
導入地域数 

1 地域 

（日和佐地域） 

12地域 

（全地域） 

(2)データプラッ

トフォームの構築 

システム導入の有

無 
－ 導入済 

(3)地域住民への

スマートシティの

浸透 

ポータルアプリ利

用者数 
－ 1,000名 

2.産業振興 (1)人材確保 WEB相談数 － 100件 

(2)作物等の獣害

被害の削減 

有害鳥獣被害額の

減少 
－ 20％減少 

(3)観光スポット

における渋滞緩和 
導入箇所数 － 

1 箇所 

（道の駅日和佐） 

3.健康 

(1)健康づくり・健

康増進※1 

1 日のタグ・アプ

リ稼働数 
－ 

1,400人/日 

（沿岸部 8 地域の年

少・老年人口の約半

数） 

4.安全・防犯 (1)高齢者・子供の

見守り※1 

1 日のタグ・アプ

リ稼働数 
－ 1,400人/日 

(2)情報発信 導入箇所数 － 
12箇所 

（全地域） 

5.防災 (1)発災時の位置

情報取得※1 

1 日のタグ・アプ

リ稼働数 
－ 1,400人/日 

(2)防災教育・啓蒙 導入箇所数 
1 箇所 

（日和佐地域） 

8 箇所 

（沿岸部 8 地域） 

(3)発災初動時の

対応強化 
導入箇所数 

3 箇所 

（日和佐・恵比須

浜地域） 

14箇所 

（冠水頻発箇所） 

(4)リアルタイム

の情報収集 

システム導入の有

無 
－ 導入済 

(5)減災に繋がる

事前対策 
導入箇所数 － 

15箇所 

（橋脚等） 

 
※1 止まらない通信網による位置情報捕捉を核とした同様のサービス（平常時は健康アプリと災害時は位置情報支援） 
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2.6 先進的技術の導入に向けた取組み内容 

2.6.1 取組みの全体像 

下記の先進的技術の導入における各種センサーやデバイス等については、基本的に「１.基盤技術」の IoTイ

ンフラである“止まらない通信網”のネットワークを活用して通信を行う。 

また、最優先課題である「５．防災」と「４．安全・安心」の分野においては平常時・災害時ともに資する

技術導入を実施する。その他に、スマートシティモデル事業を支える基盤技術や、町民に本取組みを浸透させ

るコミュニケーションの分野、「産業振興」、「健康」の分野に取り組む。 

 

 

図 2-19 取組みの全体像 
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2.6.2 取組む内容および特徴 

以降に、先進的技術導入の一覧と各個別内容を示す。 

 

表 2-5 先進的技術導入の一覧（1/2） 
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表 2-6 先進的技術導入の一覧（2/2） 
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以下に各個別の事業内容の詳細等を示す。 
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2.7 スマートシティ実装に向けたロードマップ 

2.7.1 全体スケジュール 

IoT 基盤インフラとなる止まらない通信網においては、日和佐地域の一部エリアにて実証実験（PoC1）を開

始して効果・検証しているが、現状で下表の課題が生じている。2021年度以降に下記の課題解決を行うととも

に、本事業の事業計画の深度化を図る。2022 年度以降に町内における自然・社会条件の異なる地域での実証実

験（PoC2）を経たうえで、2024 年度から全 12 地域への実装を順次展開していくものとし、全サービスの実運

用の目標を 2030 年度とする（図 2-20）。 

 

表 2-7 現状の止まらない通信網の課題 

課 題 内 容 

①通信網の精度向上 ・位置情報、歩行活動の位置情報捕捉の精度向上。 

・ダッシュボードのユーザーインターフェースの改良。 

②（地域間を結ぶ）通信規格の選定 ・地域間を繋ぐ通信規格としては見通しの悪い山間部では、現状

の LPWA（920MHz 帯）の電波到達距離が短く中継器個数が増えて

しまい、イニシャル・ランニングともに非効率となる。電波到

達距離とコスト合理性を考慮するとともに、通信規格を検討。

・高速、大容量のデータを取扱う更なる技術を導入する場合には、

5G等の導入を検討。 

③データプラットフォームの構築、

担い手が必要 

・現状設置している IoT センサーデータは一元的に収集されてお

らず、各開発者でデータ保管、公開している 

・今後は、分析・加工などの二次利用、共通ダッシュボードでの

見える化、データ共有・販売等を行えるプラットフォームの構

築が必要。 

・コンソーシアムの構成員として参画するデータプラットフォー

ムの担い手（設計者）を募る。 

 

 

図 2-21 全体スケジュール 

  

実証1 調査
計画 実証2 実装1 実装2 運⽤

フ
ェ
ー
ズ

年
度

取
組
み

2017年度〜 2020年度〜 2022年度〜 2024年度〜 2026年度〜 2030年度〜

【短期】 【中⻑期】【PoC#1】 【PoC#2】

・2017年度より
⽇和佐地域の⼀
部で⽌まらない
通信網を設置し、
実証実験を開始
・2018年度より
健康ポイントの
導⼊

・スマートシテ
ィモデル事業実
⾏計画の策定
・2021年度では
事業可能性調査
を実施し、事業
計画の深度化を
図る

・①⽇和佐地域、
②由岐地域、③
⾚松地域の3地
域において実証
実験を実施
・データプラッ
トフォームの具
体検討および実
証開始

・12地域へ順次
⽌まらない通信
網を実装
・優先順位の⾼
い新規技術の導
⼊（防災分野、
安全・安⼼分野
等）

・12地域へ順次
⽌まらない通信
網を実装
・中⻑期的に位
置付けた新規技
術の導⼊
・データプラッ
トフォームの実
運⽤

・⽌まらない通
信網を12地域で
完全設置
・全サービスの
実運⽤
・他市町村への
横展開
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2.7.2 個別事業の目標導入時期 

以下に個別事業毎に実装目標時期を示す。フェーズにおいては実装 1（2024 年度～）を短期導入と定義し、

実装 2（2026 年度以降～）と定義する。 

 

表 2-8 個別事業の目標導入時期（1/2） 

 



 
2-50 

 

表 2-9 個別事業の目標導入時期（2/2） 
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2.8 構成員の役割 

2.8.1 構成員の役割分担 

当構成員は下表のとおりとする。本コンソーシアムは IoTソリューションを持ったサテライトオフィス企業

等の民間企業を中心とした産学官の連携したコンソーシアムを構築している。 

2017 年度に立ち上げている“止まらない通信網”活用減災推進委員会にて審議しながら事業を推進する。

基本方針としては、先の先進的技術導入を提案した企業が実装に向けた役割を担うものとする。 

 

表 2-10 構成員の役割分担 

区 分 団体名 主な役割 

行政 
美波町 

・事務局 

・フィールドの提供および関係省庁との協議、住民への呼びかけ

県・UR 徳島県南部県民局 ・地震、津波減災ノウハウ提供 

 独立行政法人都市再生

機構西日本支社 

・データ活用した津波防災、まちづくりの支援 

有識者 徳島文理大学 ・“止まらない通信網”活用減災推進委員会委員長 

・高齢者等の身体特性把握 

 徳島大学 ・津波シミュレーションデータ提供、VRコンテンツ共同開発 

 阿南工業高専専門学校 ・高専生等によるスマートシティ普及支援 

民間企業 三井共同建設コンサル

タント株式会社 

・事務局長 

・VRコンテンツ共同開発、センサーデバイス共同開発 

 株式会社 Skeed ・事務局 

・中継器システム全般 

 株式会社あわえ ・住民への広報、イベント支援 

・住民向けサポートポ―タルアプリ共同開発 

 株式会社イーツリー

ズ・ャパン 

・センサーデバイス共同開発 

 サイファー・テック株

式会社 

・住民向けサポートポ―タルアプリ共同開発 

 （通信におけるセキュリティ等） 

 株式会社電信 ・IoT害獣対策システム導入 

 ニタコンサルタント株

式会社 

・小型 IoT浸水センサーの導入 

・短時間浸水予測・伝達システムの導入 

 株式会社ピクトリープ ・バックライトを使わない LCD ディスプレイによる屋外サイネー

ジ 

 古野電気株式会社 ・局地気象観測（大気中の水蒸気量測定デバイス、雲カメラ等）提

供 

 株式会社レーザーシス

テム 

・軽量小型無線送電デバイスの提供 
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2.9 持続可能な取組みとするための方針 

2.9.1 概算事業費の検討 

(1) 与件設定 

1) 短期的に取組む先進的技術導入 

先の先進的技術導入において、最優先課題である南海トラフ地震による津波災害の災害対策となる「防災」

分野や、災害時から平時の活用・定着へ向け、実証実験の実績を有す「健康」「安全・防犯」分野の下表に示

す技術を短期的に導入するものと設定し、その全体像（ネットワーク図）を示す（図 2-22）。 

 

表 2-11 短期的に取組む先進的技術導入の一覧 

 

 

 

図 2-23 短期的導入技術での事業の全体像（ネットワーク図） 

  

分野 NO. 具体的な取組み 備考
１．基盤技術、コミュニケーション 1.(1)① 災害に強い自営通信網の全町展開 中継器、ゲートウェイ

３．健康 3.(1)① 健康づくり、健康増進　健康マイレージアプリ タグ、アプリ開発

4.(1)① 高齢者・子供の見守り　住民見守りシステム タグ、アプリ開発

4.(2)② 情報発信　無給電サイネージシステムの導入 デイスプレイ、wifi

5.(1)① 発災時の位置情報取得

(4.(1)①) 　警報・推奨先避難の配信

　要支援者の位置情報の取得

防災教育・啓蒙

　津波3次元シミュレーションVR作成

5.(3)① 発災初動対応強化（冠水センサー） 冠水センサー

減災に繋がる事前対策

　橋梁等のインフラ健全性モニタの導入

４．安全・防犯

５．防災

タグ、アプリ開発

5.(2)① VR動画、出前講座

6.(1)② 橋梁加速度センサー
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2) 設置数量の考え方 
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(2) 支出の検討（初期投資費と維持管理費） 

先の数量を基に初期投資費と維持管理費の概算を算出すると、初期投資費用で約 67 百万円、維持管理費は

年間約 17 百万円（事業費に対して約 3 割）と試算される。 

また、当支出はロードマップにおける実装 1（短期）のフェーズにおいて取り組む技術導入のみに掛かる費

用を算出したものであり、実装 2 以降の全技術導入した運用の際は、際にはさらに費用が生じることとなる。 

本結果を一つのベンチマークとして、今後の来たるフェーズ毎にフィージビリティスタディを実施して、事

業計画を都度見直しながら事業推進していくこととする。 

 

表 2-12 初期投資費用 

 

 

表 2-13 概算維持管理費 

 

※ハード維持管理費は合計より 12 地域で按分 

※ゲートウェイの光回線通信費のうち１基分はディスプレイと Wi-Fi を兼ねる想定とした 

※加速度センサモニタリング人件費は設置個所 9 地域で按分 

※アプリサービス受益者対象人数 1,860 人（老年人口50％と年少人口 100％と想定） 

  

◇ 年度別費用 単位：千円/年

ハード維持管理費 中継器 電気代 ゲートウェイ ディスプレイ 加速度センサ 加速度センサ アプリサービス原価 小規模修繕

光回線等通信費 光回線等通信費 モニタリング人件費 LTE通信費

300千円/月 400円/基・月 4千円/個・月 4千円/個・月 150千円/月 20千円/個・月 200円/個・月 機械設備費の3.0%

全町で＠300千円/
月×1人と仮定

@400円/基・月×
中継器基数×50％

と想定

― ―
全町で＠300千円/
月×2人と仮定

当初学習時期の３
年間のみ

―

1 伊座利 300 10 0 48 200 240 79 45 922

2 阿部 300 19 0 48 200 240 156 57 1,021

3 志和岐 300 12 0 48 0 144 50 554

4 由岐 300 86 144 48 200 240 890 157 2,066

5 田井 300 38 96 48 0 103 67 652

6 木岐 300 60 192 48 200 480 427 119 1,826

7 恵比須浜（新設） 300 43 96 48 200 720 127 76 1,610

8 日和佐（新設） 300 132 96 144 200 960 1,898 346 4,076

9 北河内 300 43 96 48 200 240 146 93 1,167

10 西河内 300 91 96 48 200 240 132 113 1,220

11 山河内 300 0 48 48 0 0 31 427

12 赤松 300 206 192 48 200 240 360 199 1,746

3,600 742 1,056 672 1,800 3,600 4,464 1,354 17,287

合計

沿
岸

部

内

陸
部

モ

デ
ル

費目

NO. 地域名

合計

◆事業費（労務費等）

14,916

◆事業費（その他経費）

7,458

67,494

合計

総合計

合計

◆事業費（機械設備費） 単位：千円

1 伊座利 1,498

2 阿部 1,915
3 志和岐 1,680
4 由岐 5,243
5 田井 2,228
6 木岐 3,958
7 恵比須浜（新設） 2,522
8 日和佐(新設） 11,526
9 北河内 3,114
10 西河内 3,753
11 山河内 1,045
12 赤松 6,639

45,120

機械設備費
（千円）

沿岸部

内陸部

合計

モデル NO 地域名



 
2-55 

(3) （参考）計算根拠資料 

 

①概算事業費（初期導入費） 

先の初期投資費用約 67 百万円算出に当たっての概算事業費総括表ならびに 12 地域毎の数量の内訳を示す。 

 

表 2-14 概算事業費総括表 

 

表 2-15 12 地域毎の数量の内訳（概算維持管理費） 

 

会計費目 数量 単位 単価（円） 金額（円） 消費税（円） 合計

（１）①災害に強い自営通信網の設置

屋外用中継ノード 本体 消耗品 309 基 40,000 12,360,000 1,236,000 13,596,000

ソーラーパネル 消耗品 309 基 6,000 1,854,000 185,400 2,039,400

ゲートウェイ 消耗品 34 基 36,000 1,224,000 122,400 1,346,400

WiFiルーター 消耗品 34 基 12,000 408,000 40,800 448,800

（３）①健康マイレージアプリ、（４）住民見守りシステム、（５）発災時の位置情報取得

住民用ビーコン 本体 消耗品 694 基 4,000 2,776,000 277,600 3,053,600

4インチディスプレイ 消耗品 694 基 9,000 6,246,000 624,600 6,870,600

（４）③設置場所を選ばない無給電サイネージシステム

32インチディスプレイ 備品 14 台 950,000 13,300,000 1,330,000 14,630,000

（５）③浸水域情報のリアルタイム監視・伝達システム

冠水センサー 消耗品 84 基 25,000 2,100,000 210,000 2,310,000

（６）②橋梁・建物等のインフラ健全性モニタの導入

橋梁（MEMS）加速度センサ 消耗品 15 基 50,000 750,000 75,000 825,000

機械設備関連小計　 41,018,000 4,101,800 45,119,800

（１）①災害に強い自営通信網の設置

現地調査 1 式 1,100,000 1,100,000 110,000 1,210,000

設計、計画 1 式 1,100,000 1,100,000 110,000 1,210,000

現地施工 309 基 10,000 3,090,000 309,000 3,399,000

（３）①健康マイレージアプリ、（４）住民見守りシステム、（５）発災時の位置情報取得

ソフトウェア開発費 1 式 1,100,000 1,100,000 110,000 1,210,000

現地運営支援費 1 式 1,700,000 1,700,000 170,000 1,870,000

（４）③設置場所を選ばない無給電サイネージシステム

現地調査 1 式 400,000 400,000 40,000 440,000

現地施工 14 台 120,000 1,680,000 168,000 1,848,000

（５）③浸水域情報のリアルタイム監視・伝達システム

現地調査 1 式 200,000 200,000 20,000 220,000

設計、計画 1 式 1,100,000 1,100,000 110,000 1,210,000

現地施工 14 箇所 10,000 140,000 14,000 154,000

（６）②橋梁・建物等のインフラ健全性モニタの導入

現地調査 1 式 200,000 200,000 20,000 220,000

設計、計画 1 式 1,600,000 1,600,000 160,000 1,760,000

現地施工 15 基 10,000 150,000 15,000 165,000

労務費等小計 13,560,000 1,356,000 14,916,000

協力者へのインセンティブ(ゴミ袋) 694 枚 300 208,200 20,820 229,020

諸経費 1 式 6,780,000 678,000 7,458,000

その他　合計 6,988,200 698,820 7,687,020

総事業費 61,566,200 6,156,620 67,722,820

費目

橋梁等
加速度センサー

避難所
ディスプレイ

(箇所） (箇所） (箇所） (箇所） (箇所） 箇所 （基） (箇所）

1 伊座利 4 5 1 1 1 避難所：イザリCaf 

2 阿部 8 8 1 1 1 避難所：阿部公民館
3 志和岐 5 8 1 1 避難所：志和岐公民館
4 由岐 36 26 4 1 1 6 1 避難所：由岐公民館
5 田井 16 6 3 1 避難所：田井公民館
6 木岐 25 8 5 2 2 12 1 避難所：木岐公民館
7 恵比須浜（新設） 18 11 3 3 1 避難所：なし（いずれかの施設に設置）
7 恵比須浜（既設） 1 11 冠水センサは美波町文化交流施設に設置済

8 日和佐（新設） 55 39 5 4 8 48 3

8 日和佐（既設） 59 59 2 2 15
9 北河内 18 6 3 1 2 12 1 避難所：深瀬集会所

10 西河内 38 23 3 1 1 避難所：西河内集会所
11 山河内 0 0 0 1 避難所：山河内集会所
12 赤松 86 35 5 5 1 1 6 1 避難所：赤松集会所

合計 368 234 36 5 15 17 110 14

合計(既設除く) 309 175 34 5 15 14 84 14

備　考NO 地域名

中継器
（ノード）

ゲートウェイ 冠水センサー

避難所：日和佐公民館、日和佐小学校体育館
（既設エリア）、道の駅日和佐

冠水センサ：日和佐中学校付近、JRアンダー
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②概算維持管理費 

概算維持管理費約 17百万円算出に当たっての 12 地域毎の数量の内訳を示す。 

 

表 2-16 地域毎の数量内訳（概算維持管理費） 

 

  

(人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％）

1 伊座利 33 18 22% 34 41% 30 37% 82 100% 10 12% 33 40%

2 阿部 118 7 4% 75 38% 116 58% 199 100% 25 13% 65 33%
3 志和岐 89 4 3% 44 28% 111 69% 160 100% 23 14% 60 38%
4 由岐 587 61 5% 478 41% 620 53% 1,160 100% 136 12% 371 32%
5 田井 68 11 7% 85 53% 64 40% 161 100% 15 9% 43 27%
6 木岐 250 25 5% 220 40% 305 55% 550 100% 66 12% 178 32%
7 恵比須浜 59 20 15% 55 39% 65 46% 141 100% 17 12% 53 38%
8 日和佐 1,224 254 10% 1,191 47% 1,074 43% 2,520 100% 266 11% 791 31%
9 北河内 197 32 8% 185 46% 181 45% 399 100% 43 11% 61 15%

10 西河内 220 20 5% 230 54% 178 42% 429 100% 40 9% 55 13%
11 山河内 117 13 5% 116 46% 125 49% 255 100% 0 0% 0 0%
12 赤松 261 32 6% 244 48% 235 46% 512 100% 53 10% 150 29%

合計 3,223 497 8% 2,957 45% 3,104 47% 6,568 100% 694 11% 1,860 28%

参考 ： 美波町オープンデータ地域 ・年齢別人口
　　（令和2年5月時点）

老年人口（65～）
世帯数

年少人口（0～14）
生産年齢人口（15～

64）
総人口

地域名NO
ビーコン配布対象者

アプリサービス受益者
（見込）
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2.9.2 持続可能な取組みとするための財源確保 

先の初期投資費と維持管理費をもとに、今後、収益事業としてのビジネスモデルを構築して事業計画を策定

し、事業可能性調査を実施する。具体的な検討項目として下記を想定している。 

 
①事業収益モデルと事業主体のスキーム 

・事業主体となる法人の立上げ、もしくはプロジェクト毎に事業を実施し、協議会方式で適宜連携・調整す

る等 

・官民間の契約形態（PFI 契約、指定管理者制度、業務委託契約等） 

・事業採算を鑑みて収入総額（グロス）を増やすため、隣接市町村も含めた収益事業のスタディ 

 
②官民費用負担の区分 

・IoT 基盤インフラの止まらない通信網は美波町で負担する等 

 
③収入・財源確保 

・各種サービスの実装による受益者からの徴収、受益者負担（町民、都市部の親族等）【民間】 

・防災や安心安全分野では民間事業者のマネタイズが厳しいため、美波町の地域課題として解決が求められ

ており、かつ民間事業者がマネタイズしやすいスマートシティの分野（エネルギー、交通等）において、

新規技術導入や参画する民間事業者の存在の有無など市場性や事業可能性を検討【民間】 

・国や県の補助金、交付金等の公的資金【公共】 

・公的コスト（健康保険料、人件費等）を削減し、美波町が負担する根拠を作成【公共】 

 

図 2-24 収入・財源確保のイメージ 
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2.9.3 ビジネスモデルのイメージ（案） 

ビジネスモデルについては、2021 年度にて事業可能性調査を実施し、事業計画の深度化を図り検討を行うも

のとするが、本業務時点のイメージを下記のとおり示す。 

本事業においては、止まらない通信網の通信網事業とその通信網を活用するスマートシティ事業（コンテン

ツ・サービス）を、一つの民間事業者が行うのではなく、事業の時系列や事業分野に応じ、複数の民間事業者

で役割分担することが肝要と思料している。 

 

 
図 2-25 ビジネスモデルのイメージ（案） 
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第3章 データ利活用における条件設定 

3.1 取組にあたり活用を予定しているデータ 

先進的技術導入毎に、活用を予定しているデータの種別、データ保有者（想定）、データ利活用方針を次ペ

ージに示す。 

 

表 3-1 取組にあたり活用を予定しているデータ 
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3.2 データプラットフォームの整備および活用方針 

現時点で美波町に導入されている IoT センサーの情報（位置情報、冠水、水位、気象等）は、導入したコン

ソーシアム構成員らが個別に各社のクラウド上で管理して、個人情報を取扱いに注意しながら個別に管理され

ている。 

将来的には、個々に分散管理している民間取得データや、美波町が公開するオープンデータ、各省庁が公開

するオープンデータ・API・データプラットフォーム等を連携させ、統合的なデータプラットフォームの構築

を目指すものとする。民間取得データのオープンデータ化への在り方について協議し、データカタログ化や、

データ共有・分析・加工をして情報を一元的に見える化、アプリサービス開発等の二次利用を促進して、地域

の課題解決に資する民間企業が参画できる体制を構築していく。 
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第4章 モデル事業としての横展開 

4.1 横展開する対象自治体 

美波町の地域課題は人口減少による少子高齢化が引き起こす様々な問題と、南海トラフ地震による津波災害

リスク等に対して、IoT・AI等の最先端技術の力を活用したスマートシティ事業である。よって、南海トラフ

津波地震の津波災害リスクを抱える同等規模の小規模自治団体にとっての先行事例となるものと考える。 

 

4.2 情報発信 

・これまでの IoT 活用の取組みやサテライトオフィス誘致が根付いてきたことにより、他自治体の視察や問い

合わせの機会が増えてきている。それら好機を活かして効率的にプロモーションを実施する。 

・経済産業省が選定する IoT 推進ラボに選定され美波町 IoT推進ラボに登録されている。また、徳島県をフィ

ールドに地域課題解決をテコに新たな価値創造を実現するための「産学官によるオープンプラットフォーム」

である「持続可能な地域創造研究会」に美波町をはじめ、本コンソーシアム構成員が所属している。これら、

関係団体と連携して情報発信に取り組む。 

 

4.3 止まらない通信網の横展開（本モデルを横展開するための留意事項） 

・災害時に想定される既存通信手段の障害や輻輳により、電話やインターネットが使用できなくなる対策とし

て自営通信網ネットワークを構築するという“止まらない通信網”という考え方は、広く横展開されるべき

と考える。但し、地域の地勢条件に左右される通信距離、導入する最先端技術に必要な通信速度、維持管理

コストに繋がる消費電力の 3 点のバランスを鑑みながら、地域毎に最適な通信規格を検討して導入されるこ

とが望ましい。 

・南海トラフ地震による津波リスクを有する自治体の多くは、美波町と同じく、漁村集落と農村部、また市町

村合併による自治体の再編等、元々の文化や習慣・生業が異なる地域が集まっている。地域毎に課題が異な

るため、真に住民に求められている地域課題を解決する新規技術の導入を、フィールドワークしながら検討

する必要がある。 

・限られた財源しか持たないため、実証実験（PoC）のスモールアクションを実施するにあたっても、慎重に

ならざるを得ない自治体が多いと思われる。財源確保のためにも、事業可能性・民間企業からみた市場性の

調査や、フィージビリティスタディにて事業採算性を確認し、丁寧にスマートシティ事業に取り組むべきで

考える。 
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